                                【　別　記　様　式　集　】

【記入要領の共通事項】
　企画書の書式は、以下のとおりとする。なお、複数の別記様式を１ページに集約して記載しても構わない。
· 用紙





：Ａ４（JIS-P 0138）縦
· フォント



：10～12ポイント
· １行文字数


：35～45文字
· １ページの行数
：30～40行
· 余白





：上下左右に20mm以上
· 特に指示のない場合は各々１ページ以内（片面印刷）

（別記様式－１）
	企　画　書
令和　　年　　月　　日
　沖縄県知事　玉城　康裕　殿
                         　           提出者　住　　　　所：共同企業体事務所の住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号：共同企業体事務所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称：○○○○業務
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△△・○○××共同企業体
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者構成員：△△(株)　代表者　氏名　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　構成員：○○(株)　代表者　氏名　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　作成者　担当部署：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｔ Ｅ Ｌ：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｆ Ａ Ｘ：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：

　令和７年10月23日土木建築部住宅課公告土住第２号で公告がありました沖縄県住生活基本計画基礎調査業務に係るプロポーザル方式に応募します。
　なお、企画書の内容については事実と相違ないことを誓約します。




【記入要領】
１　別記様式－１を表紙として、別記様式－１～８（枝番含む）の様式を提出する。

２　作成者は、提出書類の疑義につき、対応のできる者を記入すること。
（別記様式－１の２）
企画書添付様式

（１）応募資格要件
１）応募者に共通して求める要件

	資格確認項目
	＜申請者記入欄＞※1

	①
	地方自治法施行令第167条の４の規定に該当しない者であること。
	同条の規定に該当しない者である。

	②
	沖縄県の令和７年・８年度測量及び建設コンサルタント等業務入札参加資格者名簿に、業種区分「土木関係コンサル」、登録業種「都市計画及び地方計画」又は業種区分「建築関係コンサル」、登録業種「建築一般」に登録された者であること。
	該当する。

	③
	会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（再認定を受けた者を除く。）でないこと。
	更生手続及び再生手続開始の申立てはしていない。

	④
	企画書の提出期限日の最終日から特定日までの期間に、本県の指名停止措置を受けていないこと。
	提出日現在において、指名停止の措置は受けていない。

	⑤
	応募しようとする者との間に、資本関係、人的関係又はその他の入札の適正さが阻害されると認められる関係がないこと。
	他の入札参加者との間に、資本関係又は人的関係はない。

	⑥
	警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものとして、沖縄県土木建築部発注工事等からの排除要請があり、当該状況が継続している者でないこと。
	排除要請は受けていない。

	⑦
	沖縄県内に、本店＜支店＞＜営業所＞があること。※３
	該当する。
（○○支店）


２）共同体の結成にあたっての要件（共同企業体での応募の場合）
	資格確認項目
	＜申請者記入欄＞※1

	①
	２社共同企業体である。
	該当する。

	②
	自社結成方式である。
	該当する。

	③
	当該業務に関し、２つ以上の共同企業体の構成員ではない。
	該当する。

	④
	代表者は構成員のうち最大の履行能力を有し、かつ最大の出資割合の者である。
	該当する。
（出資割合○％）

	⑤
	構成員のうち最小の出資者の出資割合は、30％以上でなければならない。
	該当する。
（出資割合○％）

	⑥
	共同企業体の協定書が、公告と同時に配布する「共同企業体協定書」によるものである。
	該当する。


（２）応募者の実績及び管理技術者等の要件

	資格確認項目
	＜申請者記入欄＞※1

	１）企業に関する要件　　　※JVの場合は、「代表構成員」について記入すること。

	
	①
	③から⑥に挙げる基準を満たす管理技術者及び照査技術者を当該委託業務に配置できる。
	様式○のとおり配置できる。

	
	②
	１件以上の同種又は類似業務の実績を有している。
	該当する。
（○件）

	２）配置予定技術者の資格に関する要件

	
	③
	管理技術者が、公告で求められた資格を有している。
	該当する。
（技術士（○○部門）

	
	④
	照査技術者が、公告で求められた資格を有している。
	該当する。
（技術士（○○部門）

	３）配置予定技術者の業務実績に関する要件

	
	⑤
	管理技術者が、公告で求められた実績を１件以上有している。
	該当する。
（○件）

	
	⑥
	照査技術者が、公告で求められた実績を１件以上有している。
	該当する。
（○件）


※1　 ＜申請者記入欄＞は記入例なので、適宜書き換えること。
※2　添付書類は、提出様式等一覧で確認すること。
※3　JVの場合は、代表構成員又は構成員のうち１社で可。
（別記様式－２）
 ・企業の実績等
	①名称

	②本店の所在地


	③支店又は営業所の所在地【参加資格を支店、営業所で満たす場合に記載】


	④TECRIS登録番号：

	⑤建設コンサルタント登録規定に基づく登録状況
　登録部門：　都市計画及び地方計画部門
　登録年月日：
　登録番号： 

	⑥沖縄県の令和７年・８年度測量及び建設コンサルタント等業務入札参加登録
　業種区分：　
　登録番号：
　登録業種：



	⑦同種又は類似業務経歴（２件以内）

	業務分類
	業務名
	発注機関
	履行期間

	
	TECRIS 登録番号：
	
	

	業務分類
	業務名
	発注機関
	履行期間

	
	TECRIS 登録番号：
	
	


【記入要領】
・TECRIS登録業務においては、その写しを添付。それ以外は証明ができる資料を添付する。
・評価の対象となっている同種又は類似業務経歴等を記載する。
・沖縄県土木建築部発注の建設コンサルタント業務における各方式の試行要領の手引き参照。

（別記様式－２の２）
 ・企業の過去10年間の同種又は類似業務実績の概要           企業名：
	業務分類
	同種（あるいは類似）業務

	業務名
	

	TECRIS登録番号
	

	契約金額
	

	履行期間
	

	発注機関名
住　所/ＴＥＬ
	

	業務概要
	

	業務の技術的特徴
	


【記入要領】
・TECRIS登録業務においては、その写しを添付。それ以外は契約書の写し及び業務内容の分かる資料を添付すること。
・複数（２件まで）申請する必要がある場合には、表を増やし記入する。
　・沖縄県土木建築部発注の建設コンサルタント業務における各方式の試行要領の手引き参照。
（別記様式－３）
・業務実施体制（企業を対象）
	分担業務の内容
	代表構成員、構成員の別、企業名、再委託先又は協力先及びその理由

	
	

	
	

	
	


・技術者の配置体制
	
	予定技術者名
	企業名・所属
・役職
	担当する分担業務

	管理技術者
	
	
	

	照査技術者
	
	
	

	担当技術者

	(1)
(2)
(3)
	
	

	　　上記の内県内常駐技術者　　　　　　　　　　人


【記入要領】
　 ・沖縄県土木建築部発注の建設コンサルタント業務における各方式の試行要領の手引き参照。

１　業務実施体制
⑴　１社単独、共同企業体、いずれの場合においても業務の分担について記載するものとする。（業務の分担を行わない場合には記載する必要はない。）

⑵　共同企業体により業務を実施する場合は、備考欄に共同企業体の構成員である旨を記述するとともに、企業名等を記述すること。また、代表者はその旨を記述すること。
⑶　他の建設コンサルタント等に当該業務の一部を再委託する場合又は学識経験者等の技術協力を受けて業務を実施する場合は、備考欄にその旨を記載するとともに、再委託先又は協力先、その理由（企業の技術的特徴等）を記載すること。ただし、業務の主たる部分を再委託してはならない。
２　技術者の配置体制
⑴　氏名にはふりがなをふること。

⑵　所属・役職については、企画書の提出者以外の企業に所属する場合（共同企業体を除く。）は、企業名等も記載すること。
⑶　県内に技術者の常駐が評価の対象となっている場合は、証明する資料を添付すること。

（別記様式－４）
・沖縄県に係る指名停止の状況　　　　　　
	企業名
	

	指名停止の有無
	

	指名停止の年月日
	

	指名停止の期間
	        年　月～　年　月　（　　か月間）

	指名停止の理由
	


【記入要領】
　 ・沖縄県土木建築部発注の建設コンサルタント業務における各方式の試行要領の手引き参照。
１　複数回の指名停止がある場合は、最新のものを記載する。
２　過去１か年以前は記入の必要はない。
３　共同企業体の場合は、構成員毎に記載する。
⑴　共同企業体の構成員のいずれかが実績があれば評価の対象とする。

（別記様式－５）
 ・予定管理・照査・担当技術者の経歴等                        区分（管理・照査・担当）技術者
	ふりがな
①氏名
	②年月日

	③所属・役職                                             TECRIS登録番号：

	④保有資格
技術士（部門：   　分野：　　）・登録番号：　　　　・登録年月日：
 RCCM　（部門：　　　　　　　 ）・登録番号：　　　　・登録年月日：
一級建築士                     ・登録番号：　　　　・登録年月日：
その他（名称：　　　　　　　 ）・登録番号：　　　　・取得年月日：

	⑤同種又は類似業務経歴（２件以内）

	業務分類
	業務名
	発注機関
	履行期間

	同種業務


	TECRIS 登録番号：
	
	

	業務分類
	業務名
	発注機関
	履行期間

	類似業務

	TECRIS 登録番号：
	
	

	⑥実務経験の経歴（管理・照査技術者のみ）
⑴○○○（○○部門）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　登録（　年 ヶ月） 
 ⑵取得後の期間　　　　　　　　　　　　　　　　　年 月～  年  月(  年 ヶ月)

⑶上記の合計　　　　　　　　　　     　　　　　 年 月～  年  月(  年 ヶ月)累計(  年 ヶ月)

	⑦当該地域の業務実績（地域精通度の評価）（１件）

	業務名
	職務上の立場
	発注機関
	履行期間
	履行対象地域
	契約金額

	TECRIS登録番号：
	
	
	
	
	


【記入要領】
１　評価の対象となっている配置技術者の経歴等を記載する。ただし、担当技術者は１名のみ記載する。
２　TECRIS登録業務においては、その写しを添付。それ以外は証明できる資料を添付する。
３　従事期間については、資格要件取得後の経歴を記入する。なお、１年未満は切り捨てる。

（別記様式－５の２）
 ・予定配置技術者の同種又は類似業務をマネジメントした実務経験
	氏　名（ふりがな）
	

	区　分
	 （管理・照査・担当）技術者

	業務分類
	同種（又は類似）業務

	業務名
	

	TECRIS登録番号
	

	契約金額
	

	履行期間
	

	発注機関名
住　所/ＴＥＬ
	

	業務概要
	

	業務（又は経験）の技術的特徴
	（○○技術者として従事）

	当該技術者の業務担当（又は経験）の内容
	


【記入要領】
　 ・沖縄県土木建築部発注の建設コンサルタント業務における各方式の試行要領の手引き参照。
１　応募要件又は評価の対象となっている実績があることを判断できる「同種又は類似業務」について記載する。
２　業務の概要及び業務の技術的特徴については、具体的に記述すること。
３　記載件数は１件とし、別記様式－６で記載した業務と同業務を記載する。
４　図面、写真等を引用する場合を含め、１ページ以内に記載する。
５　TECRIS 登録業務においては、その写しを添付。TECRISに登録されていない実績を記した場合は、その業務を担当した事を証する業務計画書又は業務報告書等の該当部分の写しを添付すること。
（別記様式－５の３）
 ・予定配置技術者の同種又は類似及び調査・計画業務をマネジメントした実務経験説明資料
	氏　名（ふりがな）
	

	区　分
	 （管理・照査・担当）技術者

	


【記入要領】
・発注者はTECRISで確認すること。
・沖縄県土木建築部発注の建設コンサルタント業務における各方式の試行要領の手引き参照。
１　記載件数は１件とし、別記様式－２で記載した業務と同業務を記載する。
２　図面、写真等を引用する場合を含め、各配置技術者又は業務内容毎に１枚以内に記載する。
（別記様式－６）
審査対象期間の追加事由（予定管理・担当・照査技術者）
　　　　　　　　会社名： ○○○○　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　予定○○技術者名： ○○ ○○　　　　　　　　　
○○○○業務に従事する配置予定○○技術者の休業状況は下記のとおりです。
記
【予定○○技術者】
	審査対象期間の追加
	有　・　無　（どちらか一方を記載すること）

	審査対象期間の追加
理由及び配置予定技術者の休業期間等

	【追加理由：以下の該当する理由を○で囲むこと】
①産前休業・②産後休業・③育児休業・④介護休業

【休業期間】
①令和○年○月○日～令和○年○月○日まで（○年○ヶ月）
②令和○年○月○日～令和○年○月○日まで（○年○ヶ月）
③令和○年○月○日～令和○年○月○日まで（○年○ヶ月）
④令和○年○月○日～令和○年○月○日まで（○年○ヶ月）
合計期間（○月○ヶ月）

延長期間（○年）


【記入要領】
・沖縄県土木建築部発注の建設コンサルタント業務における各方式の試行要領の手引き参照。
（別記様式－７）
・業務実施方針　　　　　　　　　　　　　　　・業務フロー（スキーム）
	


・工程計画
	 検討項目   
	                           業務工程                     
	    備考   

	
	７月
	  8月
	9月
	 10月
	 11月  
	 12月  
	 １月 
	 ２月
	 ３月 
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


【記入要領】

１　業務の実施方針、業務フローチャート、工程計画について簡潔に記載する。
２　提出者（共同企業体の構成員を含む）を特定することができる内容の記述（具体的な社名・個人名等）を記載してはならない。
３　判断基準に「地域の実情把握」に関する項目が明示されている場合は、「業務の実施方針」欄に当該提案内容を記載すること。

（別記様式－８－１）
・特定テーマに対する技術提案
	特定テーマ　ア　：　県民の住教育に関する意識調査についての効率的・効果的な調査方法の提案及び当該調査による課題の整理を踏まえて、県民がすまいについて考えるきっかけ・仕組みづくりの手法の提案。
　　　 　　　　 　　※ここでの住教育とは、県民一人ひとりがより良いすまいの選択と判断する能力（住生活リテラシー）の向上を目的とした教育のことを指す。

	


【記入要領】
１　実施内容を明確に記載すること。
２　記載にあたっては、概念図、出典の明示できる図表、既往成果、現地写真を用いることに支障はないが、本件のために作成したＣＧ、詳細図面等を用いることは認めない。
３　提出者（共同企業体の構成員を含む）を特定することができる内容の記述（具体的な企業名・個人名等）を記載してはならない。

４　地域の実情を把握した上で業務の円滑な実施に関する提案が評価項目となっている場合には、当該提案を含めて記載すること。
５　１テーマにつき、Ａ４版１枚以内に記載すること。
（別記様式－８－２）
・特定テーマに対する技術提案
	特定テーマ　イ　：　仕様書２-(１)-イ-(イ)-bの新たな課題及び住宅施策を整理するために実施する手法を具体的に示した上で、当該手法の有用性について的確性、実現性、独創性の観点から提案すること。

	


【記入要領】
１　実施内容を明確に記載すること。
２　記載にあたっては、概念図、出典の明示できる図表、既往成果、現地写真を用いることに支障はないが、本件のために作成したＣＧ、詳細図面等を用いることは認めない。
３　提出者（共同企業体の構成員を含む）を特定することができる内容の記述（具体的な企業名・個人名等）を記載してはならない。

４　地域の実情を把握した上で業務の円滑な実施に関する提案が評価項目となっている場合には、当該提案を含めて記載すること。
５　１テーマにつき、Ａ４版１枚以内に記載すること。
